
事 業 概 況 （令和６年８月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年８月末現在における保険給付支払総額は 3,222億円で、前年同期に比べて

0.9％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,562億円で 48.5％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,044億円で 32.4％を占めている。以下、休業補償給付が 12.8％、障害補償一時金が 3.8％、遺族補償一時金が 1.1％、

介護補償給付が 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 5.1％増、二次健康診断等給付が 3.8％

増、障害補償一時金が 2.6％増となっているのに対し、葬祭料が 4.1％減、年金等給付が 1.5％減、介護補償給付が 1.3％

減、療養補償給付が 0.8％減、休業補償給付が 0.2％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,093億円で33.9％、「建設事業」が881億円で27.3％、

「製造業」が 732億円で 22.7％となっている。以下、「運輸業」が 11.2％、「鉱業」が 2.5％、「林業」が 1.4％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が 7.8％増、「船舶所有者の事業」が 1.0％増、「その他

の事業」が 0.8％増、「運輸業」が 0.4％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 12.6％減、

「林業」が 5.6％減、「鉱業」が 4.8％減、「製造業」が 2.7％減、「建設事業」が 1.3％減となっている。（第２表） 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 325,121,746 100.0 0.5 322,222,326 100.0 0.9 △    

療 養 補 償 給 付 105,307,502 32.4 3.2 104,422,503 32.4 0.8 △    

休 業 補 償 給 付 41,286,832 12.7 0.9 41,216,963 12.8 0.2 △    

障 害 補 償 一 時 金 11,913,064 3.7 3.0 12,220,080 3.8 2.6

遺 族 補 償 一 時 金 3,397,239 1.0 8.4 3,568,938 1.1 5.1

葬 祭 料 728,025 0.2 0.4 698,348 0.2 4.1 △    

介 護 補 償 給 付 3,315,595 1.0 1.0 △    3,271,403 1.0 1.3 △    

年 金 等 給 付 158,557,013 48.8 1.7 △    156,184,160 48.5 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 616,477 0.2 12.5 639,933 0.2 3.8

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 875億円で 56.0％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 600億円で 38.4％、傷病補償年金が 87億円で 5.6％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 510 億円で 32.6％、「製造業」が 435 億円で 27.9％、

「その他の事業」が 343億円で 22.0％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 325,121,746 100.0 0.5 322,222,326 100.0 0.9 △    

林 業 4,807,708 1.5 3.2 △    4,536,105 1.4 5.6 △    

漁 業 821,212 0.3 7.8 △    885,195 0.3 7.8

鉱 業 8,570,575 2.6 10.6 △   8,162,858 2.5 4.8 △    

建 設 事 業 89,256,257 27.5 0.7 △    88,080,152 27.3 1.3 △    

製 造 業 75,196,822 23.1 0.3 73,178,091 22.7 2.7 △    

運 輸 業 35,822,455 11.0 0.3 35,962,396 11.2 0.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
765,295 0.2 5.7 668,838 0.2 12.6 △   

そ の 他 の 事 業 108,480,621 33.4 2.9 109,334,358 33.9 0.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,400,801 0.4 3.0 △    1,414,332 0.4 1.0
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年8月末 令和6年度　6年8月末

令和6年度　6年8月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 60,020,178 87,452,608 8,711,374 156,184,160 100.0

林 業 717,228 1,677,546 98,939 2,493,712 1.6

漁 業 150,108 463,804 8,456 622,367 0.4

鉱 業 563,794 4,553,117 675,695 5,792,606 3.7

建 設 事 業 15,808,415 32,011,541 3,168,296 50,988,252 32.6

製 造 業 21,223,549 20,728,276 1,561,902 43,513,727 27.9

運 輸 業 6,732,227 9,955,188 906,031 17,593,446 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
96,754 288,708 19,558 405,020 0.3

そ の 他 の 事 業 14,583,100 17,453,016 2,259,694 34,295,810 22.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 145,003 321,414 12,802 479,219 0.3

構 成 比 38.4% 56.0% 5.6% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

 

保 険 料 

 

  令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年８月末現在における保険料徴収決定済額は 8,912億円で、前年同期に比べ

て 2.9％増となっている。保険料収納済額は 2,316億円で、前年同期に比べて 1.3％減となっている。また、収納率につい

てみると 26.0％となっており、前年同期に比べて 1.1ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,586億円で 51.5％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,719 億円で 19.3％、「製造業」が 1,604 億円で 18.0％を占めている。以下、「運輸業」が 8.5％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「漁業」及び「鉱業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

　業　種 5年8月末 6年8月末 5年8月末 6年8月末 5年8月末 6年8月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 866,344,613 891,196,703 100.0 2.9 234,606,016 231,644,738 100.0 1.3 △   27.1 26.0

林 業 5,317,095 4,849,519 0.5 8.8 △   1,680,320 1,481,313 0.6 11.8 △  31.6 30.5

漁 業 1,955,511 2,020,493 0.2 3.3 709,355 702,125 0.3 1.0 △   36.3 34.8

鉱 業 2,540,847 2,190,493 0.2 13.8 △  546,222 428,009 0.2 21.6 △  21.5 19.5

建 設 事 業 165,435,197 171,886,895 19.3 3.9 56,822,007 58,423,386 25.2 2.8 34.3 34.0

製 造 業 160,370,997 160,434,874 18.0 0.0 31,895,685 29,550,141 12.8 7.4 △   19.9 18.4

運 輸 業 75,722,889 75,803,388 8.5 0.1 17,836,757 16,863,352 7.3 5.5 △   23.6 22.2

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,236,108 2,240,428 0.3 0.2 610,232 606,177 0.3 0.7 △   27.3 27.1

そ の 他 の 事 業 438,970,127 458,557,604 51.5 4.5 120,957,406 120,024,536 51.8 0.8 △   27.6 26.2

船舶所有者の 事業 13,795,842 13,213,009 1.5 4.2 △   3,548,033 3,565,698 1.5 0.5 25.7 27.0

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


